
介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の概要 

〔＊この概要は、H26.11までの国会議資料等を基に、県が「指定事業者制」を中心に作成〕 

○ 平成26年６月に、いわゆる医療・介護総合確保推進法が成立し、介護保険法の一部が改正。 

これにより、介護保険の予防給付が見直され、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、市町村が実施する新しい総合事業に移行。 

  総合事業は、指定事業者によるサービス提供、委託による実施、市町村の直接実施、ＮＰＯやボランティアへの補助など多様な主体による

多様なサービス。              

【指定事業者制の枠組】 

○ 新しい総合事業の実施の施行は平成27年４月。実施（移行）は、原則、市町村ごと。 

ただし、市町村において実施の時期を、平成29年４月までの間で、条例で定める場合は、その条例で定める時期に実施（移行）。 

○ 総合事業のサービス基準、報酬、利用料（利用者負担）などは、国が示す基準等を踏まえ各市町村が設定。 

○ 総合事業において、予防給付と同様に、市町村が指定した事業者によるサービスを要支援者等が利用した場合に、事業者に要した費用とし

て第１号事業支給費が支給される枠組（指定事業者制・代理受領）を設定。介護保険法に指定や更新、取消等が規定。指定事業者によるサー

ビスは、原則、給付管理の対象。市町村は審査支払を国保連に委託が可能。 

○ 平成27年３月31日時点で介護予防訪問介護と介護予防通所介護を提供している全事業者は、みなし指定として総合事業の指定事業者に移

行（事業者及び市町村の負担軽減の観点）。事業者は全市町村から指定されたとみなされる。 

・ みなし指定の期間は、原則、平成29年度末までの３年間。ただし、市町村がみなし指定の期間を定めた場合は、市町村が定めた期間。 

・ みなし指定を希望しない事業者は、その旨を平成27年３月31日まで、県、事業所所在市町村、さらにサービス利用者が事業所所在市町村

以外の市町村の被保険者である場合にはその市町村にそれぞれ申し出。[申出の提出については、別途、連絡] 

  この申出を行う際は、利用者が他事業所等において継続的に同様のサービスが利用できるよう利用者・関係者等と十分な調整が必要。 

・ みなし指定有効期間が満了し、更新を行う場合は、事業所所在市町村、さらに利用被保険者の市町村の指定更新が必要。 

Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

 

 

 

   

 

○ 総合事業開始時点以降も、既に要支援認定を受けている被保険者は、その認定更新まで予防給付の受給が可能。 

 総合事業の開始が平成29年度となった場合、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護の給付は、最長、平成29年度末まで継続。 

・ 27年度以降給付が継続する間は、総合事業の指定とは別に、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護事業所の指定・更新事務は県が実施。 

・ 平成27年４月１日以降指定された介護予防訪問介護及び介護予防通所介護事業者はみなし指定が適用されないため、総合事業のサービス

を行おうとする場合は、市町村の指定が必要。 
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【全市町村で実施】 

みなし指定（全市町村から指定されたとみなされる。） 



 

□ 次ページ以降に、国会議資料から、次の資料を抜粋。 

 

 ・ 介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成 

 ・ サービスの類型 

 ・ 総合事業への指定事業者制度の導入 

 ・ 介護サービスの利用の手続き（総合事業実施後の利用手続） 

 

 

＊ 詳しくは、厚生労働省・全国介護保険担当課長会議（H26.11.10）資料「振興課関係」をご覧ください。 

参照先は http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000064545.html 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000064545.html
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